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包括外部監査結果報告書

第�章　外部監査の概要

�　監査の実施期間

　　平成��年�月��日から平成��年�月��日まで

�　監査人

　　岡山市包括外部監査人　　　小　林　裕　彦（弁護士）

　　同補助者　　　　　　　　　藤　井　誠　人（弁護士）

　　同補助者　　　　　　　　　井　上　信　二（公認会計士）

　　同補助者　　　　　　　　　山　形　昌　弘（公認会計士）

�　外部監査の種類

　　地方自治法第���条の��第�項に基づく監査

�　監査対象の選定

　�　平成��年度の岡山市包括外部監査の監査対象には、第�に、生活保護に関する

事務を、第�に、保健福祉局福祉部及び子育て勤労部所管の貸付金等の事務をそ

れぞれ選定した。

　�　まず、生活保護に関する事務に関しては、包括外部監査人自身が従前から弁護

士業務を行う中で問題意識があったものである。すなわち、自己破産の案件等で

生活保護受給者から相談を受けたときに、なぜこの人は十分働けるのに生活保護

を受給できているのかとか、なぜこの人は子や兄弟等の扶養義務者からの扶養の

可能性が十分あるのに生活保護を受給できているのかとか、消費者金融からの借

入れを繰り返していながら生活保護を受給していることは何か根本的におかしい

のではないか等の違和感があったものである。

　　　奇しくも、平成��年�月には、平成��年度の全国における生活保護の不正受給

額が過去最高の約��億�,���万円（件数は�,���件）にも達しており、件数は�年前
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の約�.�倍になっており、同期間で�.�倍の増加となった生活保護世帯数を上回る

ペースで増えている旨の新聞報道がなされたところである。

　　　また、厚生労働省の社会保障審議会福祉部会は、生活保護費の増加を背景に、

「生活保護制度の在り方に関する専門委員会」を設置して、平成��年�月から保護

基準の見直しや自立支援の在り方など生活保護制度の抜本改正に向けた検討を行

ってきたものである。

　　　このため、包括外部監査人としては、岡山市の生活保護に関する事務の執行状

況に対する監査を通じて、①生活保護費の不正不当受給の実態（金額と件数）と

原因の解明、②不正不当受給の原因とそれを早期に発見するための手段の解明、

③不正不当受給に対する返還及び徴収等の対処方法とその実効性の検討、④不正

不当受給を今後減少させるための方策の検討をそれぞれ行いたいと考えたもので

ある。

　　　加えて、⑤不正不当受給の問題以外にも、不動産所有ケースや扶養義務者の扶

養が問題となるケース等において、生活保護の支給決定手続等に問題はないか、

⑥生活保護の実施機関である福祉事務所の組織、体制に問題はないか、⑦生活保

護費は国から一定の国庫負担金が支出されることになっているところ、この国庫

負担金の支出手続に問題点はないか、さらには、⑧生活保護受給者には生活保護

費の受給以外にも様々な経済上の利益が与えられているが、その利益を意味する

法外援護に問題点はないか等にも踏み込んで監査を実施したいと考えたものであ

る。

　�　次に、保健福祉局福祉部及び子育て勤労部の貸付金等の事務を監査の対象に選

定したのは次の理由である。

　　　これらの貸付金についても、包括外部監査人自身が従前から弁護士業務を行う

中で問題意識があったものである。すなわち、自己破産の相談等において、行政

の貸付金は踏み倒しやすいものと債務者が考えていることが極めて多く、特に、

福祉関係の貸付金については、お金を借りたというよりももらったという意識さ

えうかがえるような悪質な債務者も現に存在するものである。このため、福祉と

いう美名の下に、非効率で不合理な予算の支出が行われていないかという危惧が

従前からあったものである。仮に、福祉行政において、いわゆるばらまき行政が
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行われていると、それは福祉行政に対する国民の不信感につながり、ひいては、

福祉予算の大幅な削減、さらには本当に社会的に困窮している者に福祉の救いの

手がさし伸べられないという事態をもたらしかねないことになってしまう。

　　　本年度、サブテーマとして保健福祉局福祉部及び子育て勤労部所管の貸付金等

の事務を包括外部監査の対象に選定したのは、少子高齢化の社会経済情勢の中、

限られた予算の中で効率的かつ豊かで人間味のある福祉行政の実現を可能とする

ため、福祉行政において非効率かつ不合理なものがあれば、その一端をあぶり出

したいと考えたためである。

　　　また、保健福祉局福祉部及び子育て勤労部所管の貸付金等の事務の執行の監査

の過程で、岡山市心身障害者保険扶養制度にも様々な問題点があることが判明し

たので、当初から予定していた貸付金とともに、岡山市心身障害者保険扶養制度

に対しても重点的な監査を行ったものである。

　　　なお、監査を実施した当初は、保健福祉局福祉部及び子育て勤労部所管の補助

金、委託料も監査の対象とする計画であったが、生活保護の事務の監査に予想外

の時間と労力を要した上、前述のとおり、岡山市心身障害者保険扶養制度に様々

な問題点があり、この点の監査にも時間と労力を要したため、補助金、委託料ま

では監査の手が回らなかったものである。

　　

�　監査対象期間

　　平成��年�月�日から平成��年�月��日までの平成��年度について（ただし、必

要に応じてさらに過去の会計年度分に及ぶ。）

�　監査対象部署

　　保健福祉局福祉部（福祉事務所を含む。）並びに子育て勤労部及びこれらに関係す

る財政的援助団体等

　　なお、平成��年�月�日現在の保健福祉局福祉部及び子育て勤労部の組織図は、

図表�のとおりである。
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図表�【福祉部・子育て勤労部の組織図】

保健福祉局�

福祉援護課�福　祉　部�

指　導　室�

友　楽　園�

松　風　園�

会 陽 の 里 �

善　隣　館�

仁　愛　館�

児　童　館〔９〕�

子育て勤労部�

保健福祉総務課�

高齢者福祉課�

平井サンホーム�

介 護 保 険 課 �

障 害 福 祉 課 �

勤 労 福 祉 課 �

家 庭 児 童 課 �

保　　育　　課�

中央福祉事務所�

北福祉事務所�

東福祉事務所�

西大寺福祉事務所�

西福祉事務所�

南福祉事務所�

管　理　係　　福　祉　係　　福祉医療係�

在宅福祉係　　施設福祉係�

管理指導係　　資格給付係　　賦課徴収係�

管　理　係　　福　祉　係�

管理係　　　　　　福祉振興係�
生活福祉第１係　　生活福祉第２係�
生活福祉第３係　　介護サービス係�

福祉振興係　　　　生活福祉係�
介護サービス係�

福祉振興係　　　　生活福祉第１係�
生活福祉第２係　　介護サービス係�

福祉振興係　　　　生活福祉係�
介護サービス係�

福祉振興係　　　　生活福祉係�
介護サービス係�

福祉振興係　　　　生活福祉係�
介護サービス係�

管　理　係　　福　祉　係�

管　理　係　　保 育 料 係　　指　導　係�

保育園〔４３〕�

（平成��年�月�日現在）
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�　外部監査の方法

　�　生活保護関係

　　　生活保護に関する事務の執行が合規的かつ適正に実施されているかどうかにつ

き、福祉部中央福祉事務所の担当者から生活保護制度全般にわたる事情聴取を行

うとともに、岡山市内�か所のすべての福祉事務所（中央、北、東、西大寺、西、南

の各福祉事務所）に行き、所長、査察指導員及び現業員（ケースワーカー）等か

ら生活保護の開始、支給、停止又は廃止の各段階における様々な問題点、不正不

当受給の現状と返還及び徴収手続とその状況、ケースワーカーの被保護世帯への

訪問調査状況、被保護世帯の収入調査の方法、就労指導の方法等につき事情を聴

取した上で、不正不当受給に関係するケース記録等を精査、分析して、さらに、

関連資料の提出を求めるなどして監査を行ったものである。

　�　貸付金、岡山市心身障害者保険扶養制度

　　　保健福祉局福祉部及び子育て勤労部所管の貸付金等の事務の執行が合規的かつ

適正であるかどうかにつき、各課の担当者から事情聴取を行うとともに、関連資

料を精査、分析するなどして、監査の対象を絞り込み、最終的には貸付金、岡山

市心身障害者保険扶養制度に監査の対象を決定して監査を行ったものである。

　　　　

�　利害関係

　　包括外部監査人は、包括外部監査の対象とした事件につき、地方自治法第���条の

��の規定により記載すべき利害関係はない。
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第�章　　生活保護に関する事務の執行について

第�　生活保護制度の概要

　�　生活保護制度の目的

　　�　目的

　　　　生活保護制度は、日本国憲法第��条に規定する理念に基づき、国が生活に困

窮するすべての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その

最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長することを目的とするも

のである（生活保護法第�条。なお、以下では生活保護法を「法」と略すこと

とする。）。すなわち、生活保護制度は、単に生活に困窮している国民に対して、

最低限度の生活を保障するだけでなく、さらに積極的にそれらの人々の自立の

助長を図ることも目的としているものである。

　　�　自立の助長の重要性

　　　　生活保護制度は、昭和��年�月に旧生活保護法が改正されて、現行制度が発

足したものであり、現在までに��年余を経たものである。

　　　　この間、生活保護制度は、福祉施策の要として、社会のセーフティネットと

して機能してきたものであるが、後述するとおり、長期にわたる景気の低迷等

の影響により、被保護世帯数、保護率は年々増加している。

　　　　加えて、生活保護費の不正不当受給も増加の傾向をたどっているところであ

る。

　　　　このため、生活保護制度の目的の二本柱の一つである「自立の助長」の実現

のための方策が従前にも増して重要になるものである。

　�　生活保護の基本原理

　　�　国家責任による最低生活保障の原理

　　　　まず、生活保護の基本原理の第�は、国が生活に困窮するすべての国民に対

し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障す

るということである（法第�条）。
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　　�　無差別平等の原理

　　　　また、国は、人種、信条、性別、社会的身分、門地等はもとより、生活困窮

に陥った原因により差別を受けることなく、専ら生活に困窮しているかどうか

という経済的状態だけに着目して保護を行うこととされている（法第�条）。

　　�　健康で文化的な最低生活保障の原理

　　　　さらに、生活保護法により保障される最低限度の生活は、健康で文化的な生

活水準を維持することができるものでなければならないとされている（法第�

条）。

　　�　補足性の原理

　　　　一方、生活保護法は補足性の原理を定めている。すなわち、生活保護は生活

に困窮する者がその利用し得る資産、能力その他あらゆるものを、その最低限

度の生活の維持のために活用することを要件とし、また、民法に定める扶養義

務者の扶養及び他の法律に定める扶助は、すべて生活保護に優先して行われな

ければならないとされている（法第�条第�項、第�項）。

　　　　これは、国民の側において保護を受けるために守るべき最小限の要件を規定

したものである。

　　　　保護に要する経費は、国民の税金で賄われていることなどから、保護を受け

るためには、各自がその持てる能力に応じて最善の努力をすることが先決であ

り、そのような努力をしてもなお最低限度の生活が営めない場合に、初めて保

護が行われるということである。

　　　　この補足性の原理が、生活保護の受給決定、保護費の支給の運用面で適正に

実行されているかが問題となるが、この点は後述する。

　　�　生活保護の基本原理

　　　　以上の「国家責任による最低生活保障の原理」、「無差別平等の原理」、「健康

で文化的な最低生活保障の原理」、「補足性の原理」の�つの原理が生活保護の

基本原理とされているものである（法第�条）。

　　　　そして、このうち、「国家責任による最低生活保障の原理」、「無差別平等の原

理」、「健康で文化的な最低生活保障の原理」は国が守るべき事柄を定めたもの

で、「補足性の原理」は保護を受ける国民の側に要請されているものである。
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　�　生活保護の原則

　　　生活保護法には、前述の基本原理のほかに、生活保護を具体的に実施する場合

の原則が次のとおり規定されている。　

　　�　申請保護の原則

　　　　生活保護は、原則として、要保護者、その扶養義務者又はその他の同居の親

族の申請に基づいて開始されることとされている（法第�条）。

　　�　基準及び程度の原則

　　　　生活保護は、厚生労働大臣の定める基準により測定した要保護者の需要を基

とし、そのうち、その者の金銭又は物品で満たすことのできない不足分を補う

程度において行うものとし、この基準は、要保護者の年齢別、性別、世帯構成

別、所在地域別その他保護の種類に応じて必要な事情を考慮した最低限度の生

活の需要を満たすに十分なものであって、かつ、これを超えないものでなけれ

ばならないとされている（法第�条）。

　　�　必要即応の原則

　　　　生活保護は、要保護者の年齢別、性別、健康状態等その個人又は世帯の実際

の必要の相違を考慮して、有効かつ適切に行うものとされている（法第�条）。

　　�　世帯単位の原則

　　　　生活保護は、原則として世帯を単位としてその要否及び程度を定めるものと

されている（法第��条）。

　�　生活保護基準

　　�　生活保護基準の体系

　　　　生活保護基準は、その性格によって、①生活扶助、②住宅扶助、③教育扶助、

④介護扶助、⑤医療扶助、⑥出産扶助、⑦生業扶助、⑧葬祭扶助の�種類の扶

助に分類されている。

　　　　生活扶助は、�種類の扶助の中で最も基本的な扶助であり、飲食物費、被服

費、光熱水費、家具什器等の日常生活の需要を満たすものとして給付されるも

のである。

　　　　生活扶助は、飲食物費、被服費のような個人単位の費用である経費（第１類）
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と光熱水費、家具什器等のような世帯共通的な経費（第�類）及び各種加算に

より構成されている。

　　　　これらをまとめると、図表�のとおりである。

図表�【生活保護基準体系図】

生活扶助�

住 宅 扶 助　…家賃、間代、地代�

教 育 扶 助　…一般基準、学校給食費、通学交通費、教材代�

介 護 扶 助　…介護保険の介護の方針及び介護報酬の例による�

医 療 扶 助　…国民健康保険及び老人保健の診療方針・診療報酬の例による�

出 産 扶 助　…居宅分娩、施設分娩�

生 業 扶 助　…生業費、技能修得費、就職支度費�

葬 祭 扶 助�

第 １ 類　…個人単位の経費（飲食物費、被服費等）�

第 ２ 類　…世帯単位の経費（光熱水費、家具什器費等）�

各種加算� 老 齢 加 算　…高齢者に対する特別需要に対応�

母 子 加 算　…母子（父子）世帯の児童養育に対す�
　　　　　　　　　　　る特別需要に対応�

障 害 者 加 算　…身体障害者手帳１～３級、国民年�
　　　　　　　　　　　金法の１～２級の障害者の特別需�
　　　　　　　　　　　要に対応�

介護施設入所者加算　…介護施設入所者に対する特別需要�
　　　　　　　　　　　に対応�

在 宅 患 者 加 算　…在宅の傷病者で栄養補給を必要と�
　　　　　　　　　　　する者�

放射線障害者加算　…原爆被爆者等で重度の障害を要す�
　　　　　　　　　　　る者�

児 童 養 育 加 算　…小学校第３学年終了前の児童を養�
　　　　　　　　　　　育する者�

妊 産 婦 加 算　…妊産婦で栄養補給を必要とする者�

介 護 保 険 料 加 算　…介護保険の第一号被保険者で、普�
　　　　　　　　　　　通徴収により保険料を納付する者�
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　第�類

　　�　生活保護基準額

　　　　平成��年度の生活保護の内訳別基準額は、図表�のとおりである。

図表�【平成��年度生活保護基準表】

　第�類

�人以上
�人につき�人�人�人�人人　員

�����,�����,�����,�����,���基 準 額

��� �,��� �,��� �,��� �,���冬季加算

〔生活扶助〕

��,���以内入 院 患 者 日 用 品 費

��,���人 工 栄 養 費

�,���以内介護施設入所者基本生活費

（注）冬季加算は��月から�月までの�か月間で同額である。

�,���以内介護施設入所者加算

保険料実費介 護 保 険 料 加 算

�,���児童が�人の場合に加える額
��,���在 宅

母 子
  ���児童が�人以上�人増すごとに

�,���児童が�人の場合に加える額
��,���

入 院
入 所   ���児童が�人以上�人増すごとに

　加算関係

��,���在　　　宅
障害者等級�、�級

障 害 者

��,���入所・入院

��,���在　　　宅
障 害 者 等 級 � 級

��,���入所・入院

��,���（Ｈ��.�.�～　��,���）重 度 障 害 者

��,���（Ｈ��.�.�～　��,���）家 族 介 護 料

��,���以内（���,���）他 人 介 護 料

��,���在 宅 患 者

��,���又は��,���放射線障害者

 �,���義務教育就学前の児童（�歳に達する日以後の最初の�月��日
までの間にある者）→Ｈ��.�.�～　小学校第�学年終了前の児
童（�歳に達する日以後の最初の�月��日までの間にある者）

第�・�子
児 童 養 育

��,���第�子以降

 �,�����歳以上
��歳未満

�,���
��歳以上

在　 宅

老　 　 齢  �,����,���入院・入所

�,���（入院・入所は�円）経過的（在宅）

�,���産婦
妊娠�か月以上妊娠�か月未満

妊婦妊 産 婦
��,����,���

基 準 額年齢区分

��,����

��,����～�

��,����～�

��,����～�

��,����～��

��,�����～��

��,�����～��

��,�����～��

��,�����～��

��,�����～��

��,�����～��

��,�����以上

（円） （円）

（円）

（円）
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〔期末一時扶助〕

救護施設等居　　宅級　　地

�,���
��,���－�

�
��,���－�

�,���
��,���－�

�
��,���－�

�,���
��,���－�

�
��,���－�

（注）岡山市は�級地－�
であり、この金額は年
額である。

年額
���,���以内

住　宅
維持費

��,����人

住宅扶助限度額 ��,����人～�人

��,����人以上

中学校小学校
教　育　扶　助

�,���＋���＝�,����,���＋���＝�,���

��,�����,���入 学 準 備 金

��,���以内学童服（�年進級時の小学生）

居宅分べん施設分べん
出　産　扶　助

���,���以内���,���以内

小　人大　人級　地

葬　祭　扶　助 ���,���以内���,���以内�・�

���,���以内���,���以内�

就職支度費技能修得費生業費
生　業　扶　助

��,���以内
��,���以内

���,���以内　特あり
��,���以内

新規��,���以内再生��,���以内布団（�組）

被　　服　　費

��,���以内長期入院・入所後の平常着

��,���以内出産のための寝具、産着等

 �,���以内入院時の寝巻（衣服）

��,���以内お む つ

��,���以内��,���以内家具什器費

　　�　標準世帯の生活扶助基準額

　　　　平成��年度の標準世帯（男��歳、女��歳、子�歳、児童養育加算含まず。）

の生活扶助基準額（�か月）は、図表�－�のとおりであり、合計��万�,���円

である。

図表�－�【平成��年度標準世帯生活扶助基準額（�か月分）】

合　　　計子�歳女��歳男��歳世帯人員�人

���,�����,�����,�����,���第　�　類

 ��,�����,���第　�　類

　�,����,���冬季加算分

���,���合　　　計

（円）

（円）

（円）
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　　�　標準世帯の生活扶助基準額の推移

　　　　また、標準世帯の生活扶助基準額の推移は、図表�－�のとおりであり、こ

れによると、標準世帯の生活扶助基準額は、平成�年度から平成��年度までの

間は対前年度比で増加していたが、平成��年度と平成��年度は、対前年度比で増

減なし、平成��年度と平成��年度は、対前年度比で減少していることが分かる。

図表�－�【標準世帯の生活扶助基準額の推移】

対前年比（％）基　準　額（円）区　分

���,���平成�年度

���.����,���平成�年度

���.����,���平成�年度

���.����,���平成�年度

���.����,���平成��年度

���.����,���平成��年度

���.����,���平成��年度

���.����,���平成��年度

���.����,���平成��年度

 ��.����,���平成��年度

 ��.����,���平成��年度

　�　被保護者の権利及び義務

　　�　被保護者の権利

　　　ア　不利益変更の禁止

　　　　　被保護者は、正当な理由がなければ既に決定された保護を保護の実施機関

の裁量によって不利益に変更されることはない（法第��条）。

　　　イ　公課禁止

　　　　　被保護者は、保護金品を標準として租税その他の公課を課せられることは

ない（法第��条）。

　　　ウ　差押禁止

         　　 被保護者は、既に給付を受けた保護金品又はこれを受ける権利を差し押さ

えられることはない（法第��条）。



－ １３ －

　　�　被保護者の義務

　　　ア　譲渡禁止

　　　　　被保護者は、保護を受ける権利を譲り渡すことはできない（法第��条）。

　　　イ　生活上の義務

　　　　　被保護者は、常に能力に応じて勤労に励み、支出の節約を図り、その他の

生活の維持、向上に努めなければならない（法第��条）。

　　　ウ　届出の義務

　　　　　被保護者は、収入、支出その他生計の状況について変動があったとき、又

は居住地若しくは世帯の構成に移動があったときは、速やかに保護の実施機

関又は福祉事務所長にその旨を届けなければならない（法第��条）。

　　　エ　指導指示に従う義務

　　　　　保護の実施機関は、被保護者に対して、生活の維持向上その他保護の目的

達成に必要な指導又は指示をすることができ、被保護者は、保護の実施機関

からこれらの指導又は指示を受けたときは、これに従う義務がある（法第��

条）。

　　　オ　費用返還義務

　　　　　急迫した場合において資力があるにもかかわらず、保護を受けた者は、そ

の受けた保護金品に相当する金額の範囲内において保護実施機関の定める額

を返還しなければならない（法第��条）。

　�　法定受託事務

　　　生活保護に関する事務は、第一号法定受託事務とされている（地方自治法第�

条第�項第�号及び第��項）。

　　　この第一号法定受託事務とは、「法律又は政令により都道府県、市町村等が処理

することとされる事務のうち、国が本来果たすべき役割に係るものであって、国

において適正な処理を特に確保する必要があるものとして法律又は政令に特に定

めるもの」である（地方自治法第�条第�項第�号）。
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図表�【平成��年度一般会計歳出】

構成比（％）金額（千円）区　　分

��.��％��,���,���民 生 費

��.��％��,���,���土 木 費

��.��％��,���,���公 債 費

�.��％��,���,���衛 生 費

�.��％��,���,���教 育 費

�.��％��,���,���総 務 費

�.��％�,���,���農林水産業費

�.��％�,���,���商 工 費

�.��％�,���,���消 防 費

�.��％�,���,���そ の 他

���.��％���,���,���合　 　 計

一般会計歳出�

民生費�
（27.66％）�

土木費�

公債費�

衛生費�

教育費�

総務費�

農林水産業費�
商工費�

消防費�
その他�

　　�　生活保護費

　　　　次に、平成��年度における民生費の内訳は、図表�のとおりとなっている。

　　　　これによると、生活保護費の金額とその民生費に占める割合は、それぞれ���

億�,���万�千円、��.��パーセントとなっている。

　　　　生活保護費の歳出に占める位置付けを概括すると、岡山市の一般会計の歳出

の�分の�強が民生費で、さらにそのうちの約�分の�が生活保護費であると

いうことができるものである。

第�　岡山市における生活保護の現状

　�　歳出に占める生活保護費の位置付けとその内訳

　　�　民生費

　　　　岡山市の財政においては、生活保護費は歳出の中の民生費の中の生活保護費

に位置付けられるものである。

　　　　岡山市の平成��年度の一般会計歳出は、図表�のとおりとなっている。

　　　　これによると、民生費の金額とその一般会計歳出に占める割合は、それぞれ

���億�,���万�千円、��.��パーセントと最も多くなっている。
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図表�【平成��年度民生費内訳】

構成比（％）金額（千円）区　　分

��.��％��,���,���社会福祉費

��.��％��,���,���児童福祉費

��.��％�,���,���老人福祉費

��.��％��,���,���生活保護費

�.��％災害援助費

���.��％��,���,���合　 　 計

民 生 費 �

社会福祉費�

児童福祉費�

老人�
福祉費�

    生活保護費�
（25.22％）�

災害援助費�

（注）災害援助費決算額は���円

　　�　生活保護費の内訳

　　　　平成��年度の生活保護費の内訳は、次のとおりとなっている。

　　　ア　生活保護総務費　　 ���, ���千円

　　　イ　扶助費　　　　　��,���,���千円

　　　　　計　　　　　　　��,���,���千円

　　　　このうち、生活保護総務費とは生活保護の実施のための人件費等の管理経費

であり、生活保護業務義務的経費（一般財源）と生活保護適正化推進事業経費

（補助金）に分けられる。

　　　　扶助費とは、生活保護受給者に対して支払われる生活扶助、医療扶助等のい

わゆる保護費である。

　　　　なお、「扶助費」とは、本来、予算上は、人件費、公債費と並んで義務的経費

の中に位置付けられるところの、地方公共団体が生活保護法、児童福祉法、老

人福祉法等に基づき、被扶助者に対してその生活を維持するために支出される

経費及び地方公共団体が単独で行っている各種扶助の経費をいうものとされて

おり、上記生活保護費の中の扶助費は本来の「扶助費」とは概念が異なるもの

である。

　　　　もっとも、以下では、便宜上、生活保護費の中の扶助費を単に生活保護費と

して説明することにする。　
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　　�　生活保護費の推移

　　　　平成�年度から平成��年度までの間の生活保護費の扶助内訳別の推移は、図

表�－�、図表�－�のとおりである。

　　　　これによると、①生活保護費の合計は平成�年度から平成��年度の間、一貫

して増加していること、②生活保護費の上位は、医療扶助費、生活扶助費、住

宅扶助費の順であり、これら�つの扶助費の合計は平成��年度では全体の約

��.�パーセントを占めていること、③これら�つの扶助額はいずれも平成�年

度から平成��年度の間、一貫して増加していること、④生活保護費全体に占め

る割合としては、医療扶助費、生活扶助費が生活保護費全体のそれぞれ約��パ

ーセント、約��パーセントで推移していること、⑤住宅扶助費は一貫して増加

しており、かつ、住宅扶助費の生活保護費全体に占める割合も増加しており、

平成�年度の�.�パーセントから平成��年度の��.�パーセントになっていること、

⑥平成��年度以降、葬祭扶助費は減少していること、⑦平成��年度と平成��年

度を比較すると、生業扶助費と出産扶助費が急増していること等が分かる。

図表�－�【生活保護費扶助内訳別推移】

（円、％）

平成�年度平成�年度平成�年度平成�年度
区　分

構成比金　額構成比金　額構成比金　額構成比金　額

��.��,���,���,�����.��,���,���,�����.��,���,���,�����.��,���,���,���生 活 扶 助 費

�.���,���,����.���,���,����.���,���,����.���,���,���教 育 扶 助 費

�.��,���,���,����.��,���,���,����.����,���,����.����,���,���住 宅 扶 助 費

��.��,���,���,�����.��,���,���,�����.��,���,���,�����.��,���,���,���医 療 扶 助 費

介 護 扶 助 費

�.����,����.���.���.����,���出 産 扶 助 費

�.����,����.����,����.����,����.��,���,���生 業 扶 助 費

�.���,���,����.���,���,����.���,���,����.���,���,���葬 祭 扶 助 費

�.����,���,����.����,���,����.����,���,����.����,���,���保護施設事務費

���.���,���,���,������.���,���,���,������.���,���,���,������.��,���,���,���合　　計
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平成��年度平成��年度平成��年度平成��年度
区　分

構成比金　額構成比金　額構成比金　額構成比金　額

��.��,���,���,�����.��,���,���,�����.��,���,���,�����.��,���,���,���生 活 扶 助 費

�.���,���,����.���,���,����.���,���,����.���,���,���教 育 扶 助 費

��.��,���,���,�����.��,���,���,����.��,���,���,����.��,���,���,���住 宅 扶 助 費

��.��,���,���,�����.��,���,���,�����.��,���,���,�����.��,���,���,���医 療 扶 助 費

�.���,���,����.���,���,���介 護 扶 助 費

�.����,����.���.���.��出 産 扶 助 費

�.����,����.��,���,����.����,����.����,���生 業 扶 助 費

�.���,���,����.���,���,����.���,���,����.���,���,���葬 祭 扶 助 費

�.����,���,����.����,���,����.����,���,����.����,���,���保護施設事務費

���.���,���,���,������.���,���,���,������.���,���,���,������.���,���,���,���合　　計

平成��年度平成��年度
区　分

構成比金　額構成比金　額

��.��,���,���,�����.��,���,���,���生 活 扶 助 費

�.���,���,����.���,���,���教 育 扶 助 費

��.��,���,���,�����.��,���,���,���住 宅 扶 助 費

��.��,���,���,�����.��,���,���,���医 療 扶 助 費

�.����,���,����.����,���,���介 護 扶 助 費

�.����,����.����,���出 産 扶 助 費

�.��,���,����.����,���生 業 扶 助 費

�.���,���,����.���,���,���葬 祭 扶 助 費

�.����,���,����.����,���,���保護施設事務費

���.���,���,���,������.���,���,���,���合　　計

生活保護費扶助内訳別推移�

16,000,000�

14,000,000�

12,000,000�

10,000,000�

8,000,000�

6,000,000�

4,000,000�

2,000,000�

0

その他�

介護扶助費�

医療扶助費�

住宅扶助費�

教育扶助費�

生活扶助費�

平成6年度�

平成7年度� 平成9年度� 平成11年度� 平成13年度� 平成15年度�

平成8年度� 平成10年度� 平成12年度� 平成14年度�

（千円）�

（円、％）

（円、％）

図表�－�【生活保護費扶助内訳別推移（グラフ）】
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　　�　被保護人員の推移

　　　　また、平成�年度から平成��年度までの間の福祉事務所ごとの扶助内訳別被

保護人員の推移（月平均）は、図表�－�のとおりである。

　　　　これによると、被保護人員については、生活扶助、住宅扶助が医療扶助より

も多いこと、被保護人員は平成�年度から平成��年度の間、増加傾向にあるこ

と等が分かる。

図表�－�【福祉事務所ごとの生活扶助内訳別被保護人員の推移】 

葬祭扶助生業扶助出産扶助医療扶助介護扶助教育扶助住宅扶助生活扶助区　分
�.��.��.��,�������,����,���平成�年度
�.��.��.��,�������,����,���平成�年度
�.��.��.��,�������,����,���平成�年度
�.��.��.��,�������,����,���平成�年度
�.��.��.��,�������,����,���平成��年度
�.��.��.��,�������,����,���平成��年度
�.��.��.��,����������,����,���平成��年度
�.��.��.��,����������,����,���平成��年度
�.��.��.��,����������,����,���平成��年度
�.��.��.��,����������,����,���平成��年度

■岡山市 （人）

葬祭扶助生業扶助出産扶助医療扶助介護扶助教育扶助住宅扶助生活扶助区　分
�.��.��.������������平成�年度
�.��.��.������������平成�年度
�.��.��.������������平成�年度
�.��.��.������������平成�年度
�.��.��.������������平成��年度
�.��.��.������������平成��年度
�.��.��.��������������平成��年度
�.��.��.��������������平成��年度
�.��.��.��������������平成��年度
�.��.��.��������������平成��年度

■北福祉事務所

葬祭扶助生業扶助出産扶助医療扶助介護扶助教育扶助住宅扶助生活扶助区　分
�.��.��.��,�������,����,���平成�年度
�.��.��.��,�������,����,���平成�年度
�.��.��.��,�������,����,���平成�年度
�.��.��.��,�������,����,���平成�年度
�.��.��.��,�������,����,���平成��年度
�.��.��.��,�������,����,���平成��年度
�.��.��.��,����������,����,���平成��年度
�.��.��.��,����������,����,���平成��年度
�.��.��.��,����������,����,���平成��年度
�.��.��.��,����������,����,���平成��年度

■中央福祉事務所 （人）

（人）
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葬祭扶助生業扶助出産扶助医療扶助介護扶助教育扶助住宅扶助生活扶助区　分
�.��.��.��,�������,����,���平成�年度
�.��.��.��,�������,����,���平成�年度
�.��.��.��,�������,����,���平成�年度
�.��.��.��,�������,����,���平成�年度
�.��.��.��,�������,����,���平成��年度
�.��.��.��,�������,����,���平成��年度
�.��.��.��,����������,����,���平成��年度
�.��.��.��,����������,����,���平成��年度
�.��.��.��,����������,����,���平成��年度
�.��.��.��,����������,����,���平成��年度

■東福祉事務所

葬祭扶助生業扶助出産扶助医療扶助介護扶助教育扶助住宅扶助生活扶助区　分
平成�年度
平成�年度
平成�年度
平成�年度
平成��年度

�.��.��.��������,����,���平成��年度
�.��.��.����������,����,���平成��年度
�.��.��.����������,����,���平成��年度
�.��.��.����������,����,���平成��年度
�.��.��.��,����������,����,���平成��年度

■南福祉事務所

葬祭扶助生業扶助出産扶助医療扶助介護扶助教育扶助住宅扶助生活扶助区　分
平成�年度
平成�年度
平成�年度
平成�年度

�.��.��.������������平成��年度
�.��.��.������������平成��年度
�.��.��.��������������平成��年度
�.��.��.��������������平成��年度
�.��.��.��������������平成��年度
�.��.��.��������������平成��年度

■西福祉事務所

葬祭扶助生業扶助出産扶助医療扶助介護扶助教育扶助住宅扶助生活扶助区　分
�.��.��.������������平成�年度
�.��.��.������������平成�年度
�.��.��.������������平成�年度
�.��.��.������������平成�年度
�.��.��.������������平成��年度
�.��.��.������������平成��年度
�.��.��.��������������平成��年度
�.��.��.��������������平成��年度
�.��.��.��������������平成��年度
�.��.��.��������������平成��年度

■西大寺福祉事務所

（人）

（人）

（人）

（人）
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　２　福祉事務所

　　�　福祉事務所の権限

　　　　生活保護の開始、変更、法第��条による返還の決定等の生活保護に関する

様々な権限については、岡山市長が岡山市の�か所の福祉事務所長に権限を委

任している（岡山市福祉事務所長委任規則第�条、第�条）。

　　　　福祉事務所は、生活保護を担当する第一線の行政機関として、その管内に居

住地又は現在地を有する要保護者に対する生活保護に係る事務等を行っている。

　　�　福祉事務所の所管区域

　　　　岡山市の福祉事務所は、次のとおり�か所設置されている（岡山市福祉事務

所設置条例第�条）。

　　　ア　岡山市中央福祉事務所

　　　　　岡山市鹿田町一丁目�番�号（岡山市保健福祉会館内）

　　　　　所管区域　岡山中央、岡北、石井、桑田、岡輝（各中学校通学区域）

　　　イ　岡山市北福祉事務所

　　　　　岡山市谷万成二丁目�番��号（北ふれあいセンター内）

　　　　　所管区域　京山、中山、香和、高松、足守（各中学校通学区域）

　　　ウ　岡山市東福祉事務所

　　　　　岡山市国富一丁目�番��号（岡山朝日高校北）

　　　　　所管区域　操山、東山、操南、富山、高島、竜操（各中学校通学区域）

　　　エ　岡山市西大寺福祉事務所

　　　　　岡山市西大寺中二丁目��番��号（西大寺ふれあいセンター内）

　　　　　所管区域　西大寺、山南、上南、旭東、上道（各中学校通学区域）

　　　オ　岡山市西福祉事務所

　　　　　岡山市妹尾���番地の�（西ふれあいセンター内）

　　　　　所管区域　御南、吉備、福田、妹尾、興除、藤田（各中学校通学区域）

　　　カ　岡山市南福祉事務所

　　　　　岡山市福田���番地の�（南ふれあいセンター内）

　　　　　所管区域　芳田、芳泉、福浜、福南、光南台（各中学校通学区域）

　　　　なお、各福祉事務所の所管区域を図で表すと、図表�のとおりである。
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足守�

香和�

中山�

高松�

京山�

岡北�

高島�

岡輝�

桑田�

石井�
岡山�
中央�

竜操�

操山� 富山�

東山�
御南�

上道�

旭東� 西大寺�

上南�

山南�

吉備�

操南�

妹尾�

福田�

興除�

藤田�

芳田�

芳泉�

福浜�

福南�

光南台�

北福祉事務所北福祉事務所�
所管区域所管区域�

中央福祉事務所中央福祉事務所�
所管区域所管区域�

西大寺福祉事務所西大寺福祉事務所�
所管区域所管区域�

西福祉事務所西福祉事務所�
所管区域所管区域�

南福祉事務所南福祉事務所�
所管区域所管区域�

東福祉事務所東福祉事務所�
所管区域所管区域�

北福祉事務所�
所管区域�

中央福祉事務所�
所管区域�

西大寺福祉事務所�
所管区域�

西福祉事務所�
所管区域�

南福祉事務所�
所管区域�

東福祉事務所�
所管区域�

　　�　福祉事務所の構成

　　　　福祉事務所には、社会福祉法により、所長のほか、査察指導員、現業員、事

務職員を置くこととされている（社会福祉法第��条第�項）。

　　　　このうち、生活保護の事務は、社会福祉主事の資格を有する現業員（ケース

ワーカー）が担当しているものである。

　　�　福祉事務所の事務分掌

　　　　各福祉事務所の平成��年度の組織事務分掌（岡山市福祉事務所処務規則第�

条、第�条）は、図表�のとおりである。

図表�【福祉事務所所管区域】
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図表�【各福祉事務所の事務分掌】

管　理　係

�　生活保護業務の調整

�　生活保護指定医療機関等の指定

�　福祉事務所長会議

福祉振興係

�　所内の庶務

�　所轄区域内の地区民生委員・児

童委員

�　所轄区域内の保護金品の支払及

び費用徴収並びに経理

�　所轄区域内の医療券の発行、交

付、審査等

�　所轄区域内の身体障害者福祉

�　所轄区域内の知的障害者福祉

�　所轄区域内の児童福祉

�　所轄区域内の母子福祉

�　所轄区域内のその他援護

��　所轄区域内の福祉統計

��　福祉相談室

��　所内事務の連絡調整及び所内他

係の主管に属しないこと

生活福祉第１係

�　所轄区域内の生活保護

�　所轄区域内の老人福祉

�　所轄区域内の行旅病人及び行旅

死亡人

�　所轄区域内の浮浪者の移送

生活福祉第２係

　（生活福祉第�係に同じ）

生活福祉第３係

　（生活福祉第�係に同じ）

介護サービス係

�　所轄区域内の介護認定審査会合

議体の運営

�　所轄区域内の介護認定

�　所轄区域内の介護保険相談

�　所轄区域内の居宅サービス計画

�　所轄区域内の指定サービス事業

者及び関係団体等との連絡調整

福祉振興係

�　所内の庶務

�　所轄区域内の地区民生委員・児

童委員

�　所轄区域内の保護金品の支払及

び費用徴収並びに経理

�　所轄区域内の医療券の発行、交

付、審査等

�　所轄区域内の身体障害者福祉

�　所轄区域内の知的障害者福祉

�　所轄区域内の児童福祉

�　所轄区域内の母子福祉

�　所轄区域内のその他援護

��　所轄区域内の福祉統計

��　福祉相談室

��　所内事務の連絡調整及び所内他

係の主管に属しないこと

生活福祉係

�　所轄区域内の生活保護

�　所轄区域内の老人福祉

�　所轄区域内の行旅病人及び行旅

死亡人

�　所轄区域内の浮浪者の移送

介護サービス係

�　所轄区域内の介護認定審査会合

議体の運営

�　所轄区域内の介護認定

�　所轄区域内の介護保険相談

�　所轄区域内の居宅サービス計画

�　所轄区域内の指定サービス事業

者及び関係団体等との連絡調整

福祉振興係

�　所内の庶務

�　所轄区域内の地区民生委員・児

童委員

�　所轄区域内の保護金品の支払及

び費用徴収並びに経理

�　所轄区域内の医療券の発行、交

付、審査等

�　所轄区域内の身体障害者福祉

�　所轄区域内の知的障害者福祉

�　所轄区域内の児童福祉

�　所轄区域内の母子福祉

�　所轄区域内のその他援護

��　所轄区域内の福祉統計

��　福祉相談室

��　所内事務の連絡調整及び所内他

係の主管に属しないこと

生活福祉第１係

�　所轄区域内の生活保護

�　所轄区域内の老人福祉

�　所轄区域内の行旅病人及び行旅

死亡人

�　所轄区域内の浮浪者の移送

生活福祉第２係

　（生活福祉第�係に同じ）

介護サービス係

�　所轄区域内の介護認定審査会合

議体の運営

�　所轄区域内の介護認定

�　所轄区域内の介護保険相談

�　所轄区域内の居宅サービス計画

�　所轄区域内の指定サービス事業

者及び関係団体等との連絡調整

中 央 福 祉 事 務 所 北 福 祉 事 務 所 東 福 祉 事 務 所
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福祉振興係

�　所内の庶務

�　所轄区域内の地区民生委員・児

童委員

�　所轄区域内の保護金品の支払及

び費用徴収並びに経理

�　所轄区域内の医療券の発行、交

付、審査等

�　所轄区域内の身体障害者福祉

�　所轄区域内の知的障害者福祉

�　所轄区域内の児童福祉

�　所轄区域内の母子福祉

�　所轄区域内のその他援護

��　所轄区域内の福祉統計

��　福祉相談室

��　所内事務の連絡調整及び所内他

係の主管に属しないこと

生活福祉係

�　所轄区域内の生活保護

�　所轄区域内の老人福祉

�　所轄区域内の行旅病人及び行旅

死亡人

�　所轄区域内の浮浪者の移送

介護サービス係

�　所轄区域内の介護認定審査会合

議体の運営

�　所轄区域内の介護認定

�　所轄区域内の介護保険相談

�　所轄区域内の居宅サービス計画

�　所轄区域内の指定サービス事業

者及び関係団体等との連絡調整

福祉振興係

�　所内の庶務

�　所轄区域内の地区民生委員・児

童委員

�　所轄区域内の保護金品の支払及

び費用徴収並びに経理

�　所轄区域内の医療券の発行、交

付、審査等

�　所轄区域内の身体障害者福祉

�　所轄区域内の知的障害者福祉

�　所轄区域内の児童福祉

�　所轄区域内の母子福祉

�　所轄区域内のその他援護

��　所轄区域内の福祉統計

��　福祉相談室

��　所内事務の連絡調整及び所内他

係の主管に属しないこと

生活福祉係

�　所轄区域内の生活保護

�　所轄区域内の老人福祉

�　所轄区域内の行旅病人及び行旅

死亡人

�　所轄区域内の浮浪者の移送

介護サービス係

�　所轄区域内の介護認定審査会合

議体の運営

�　所轄区域内の介護認定

�　所轄区域内の介護保険相談

�　所轄区域内の居宅サービス計画

�　所轄区域内の指定サービス事業

者及び関係団体等との連絡調整

福祉振興係

�　所内の庶務

�　所轄区域内の地区民生委員・児

童委員

�　所轄区域内の保護金品の支払及

び費用徴収並びに経理

�　所轄区域内の医療券の発行、交

付、審査等

�　所轄区域内の身体障害者福祉

�　所轄区域内の知的障害者福祉

�　所轄区域内の児童福祉

�　所轄区域内の母子福祉

�　所轄区域内のその他援護

��　所轄区域内の福祉統計

��　福祉相談室

��　所内事務の連絡調整及び所内他

係の主管に属しないこと

生活福祉係

�　所轄区域内の生活保護

�　所轄区域内の老人福祉

�　所轄区域内の行旅病人及び行旅

死亡人

�　所轄区域内の浮浪者の移送

介護サービス係

�　所轄区域内の介護認定審査会合

議体の運営

�　所轄区域内の介護認定

�　所轄区域内の介護保険相談

�　所轄区域内の居宅サービス計画

�　所轄区域内の指定サービス事業

者及び関係団体等との連絡調整

西大寺福祉事務所 西 福 祉 事 務 所 南 福 祉 事 務 所
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　　�　福祉事務所の沿革

　　　　福祉事務所の沿革は、次のとおりである。

　　　ア　昭和��年��月

　　　　　岡山市中央福祉事務所、岡山市北福祉事務所、岡山市東福祉事務所、岡山

市西大寺福祉事務所の�福祉事務所が新設された。

　　　イ　平成��年�月

　　　　　岡山市中央福祉事務所から岡山市西福祉事務所が分離新設された。

　　　　　岡山市北福祉事務所の所管区域であった石井、三門、大野の各小学校通学

区域が岡山市中央福祉事務所の所管区域となった。

　　　ウ　平成��年�月

　　　　　岡山市中央福祉事務所から岡山市南福祉事務所が分離新設された。

　　�　福祉事務所の所管区域の人口等

　　　　平成��年度の岡山市全体及び各福祉事務所の所管区域ごとの面積、世帯数、

人口、ケースワーカー数は、図表��のとおりである。

図表��【平成��年度岡山市世帯数、人口等概況】

ケースワーカー数（人）人口（人）世帯数（世帯）面積（�）区　　分

�����,������,������.��岡 山 市 合 計

�����,�����,�����.��中 央 福 祉 事 務 所

���,�����,������.��北 福 祉 事 務 所

�����,�����,�����.��東 福 祉 事 務 所

���,�����,������.��西大寺福祉事務所

����,�����,�����.��西 福 祉 事 務 所

����,�����,�����.��南 福 祉 事 務 所

　�　生活保護費の増加

　　�　「岡山市の財政状況」第�版の指摘

　　　　ところで、「岡山市の財政状況」第�版（平成��年�月発行）��頁によると、

「生活保護費が増加しています」との項目が設けられて、次の指摘がなされてい

る。
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　家族�人世帯（夫婦・小学生�人・保育園児�人）の生活保護の�か月の

標準的な支給額は、生活扶助���,���円、住宅扶助��,���円、教育扶助�,���円

など合わせて���,���円、このほか減免等に係るものとして、国民健康保険料

と医療費で��,���円、上下水道料金�,���円、保育料��,���円など合わせて

��,���円、合計���,���円となります。この他に、一時的なものとして介護、

出産、生業、葬祭などの扶助があり、それ以外にも、岡山市では生活保護世

帯に対して、法外援護、就学援助や様々な公共料金の減免制度があります。

生活保護世帯に対する平成��年度の支給額、減免額等の実績を合計すると約

���億円となっています。

　　�　「岡山市の財政状況」第�版の指摘

　　　　また、「岡山市の財政状況」第�版（平成��年�月発行）��頁においても、

「民生費、扶助費は増加が続いています」との項目が設けられ、次の指摘がなさ

れている。

　民生費は、平成�年度の���億円から平成��年度の���億円まで増加し続け、

平成��年度の介護保険制度導入によりいったんは縮小したものの、その後再

び増加し、平成��年度では���億円となっています。扶助費も、平成�年度の

���億円から平成��年度の���億円まで増加しています。また、歳出総額に占

める民生費の割合も、平成�年度の��.�％から平成��年度の��.�％にまで上

昇しています。民生費と扶助費は、ほぼ同様な推移となっています。これは、

民生費に占める扶助費の割合が高いこと、生活保護費等の扶助費は、景気が

低迷すると増加する傾向があること、児童手当や乳幼児医療費等が制度の拡

充や変更等により増加していることなどによるものです。   

　　�　義務的経費

　　　　以上からすると、岡山市が生活保護費の増加に着目又は注意していることは

明白である。

　　　　財政上、生活保護費等のいわゆる扶助費は人件費、公債費とともに義務的経

費に含めて考えられており、この義務的経費の割合が高まることにより、行政
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が政策目的により裁量で支出できる金額が減少し、財政が硬直化すると言われ

ている。

　　　　これらの点でも、生活保護費が適正に支出されているか等につき、監査を行

う必要が生じるものである。

　　�　生活保護費の推移

　　　　平成�年度から平成��年度までの生活保護費の推移は、前述の図表�－�、

図表�－�のとおりとなっており、前述の「岡山市の財政状況」が指摘すると

おり、生活保護費は明らかに、かつ、確実に年々増加の一途をたどっている。

　　�　保護率の推移

　　　　また、平成�年度から平成��年度までの全国平均、岡山県、岡山市、倉敷市

の各保護率（年度平均）の推移は、図表��のとおりとなっており、岡山市の保

護率は、全国平均、岡山県、倉敷市の各保護率を大幅に上回っているが、公営

住宅、民間賃貸住宅等低家賃住宅が多いこと、病院、施設などが集中している

ことなど、都市部特有の事情も保護率が高い要因と考えられる。

図表��【保護率（年度平均）の推移の比較】
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　　　　ちなみに、平成��年度の岡山市の保護率��.�‰（‰はパーミルの略で、�,���分

の�を表示するものである。）は、全国平均の保護率��.�‰の�.��倍になっている。

　　　　なお、平成��年度は、岡山市の保護率は全国平均の保護率の����倍であり、

全国平均との差は、それをピークに次第に縮小傾向にある。

　　�　被保護人員、保護率の比較

　　　　平成��年度の被保護人員、保護率（平成��年�月報告例数値）を他の中核市

と比較すると、図表��のとおりである。

　

図表��【平成��年度の中核市の生活保護等の状況】

保護率
（‰）

被保護
人　員
（人）

被保護
世帯数
（世帯）

基礎人口
（人）

都市名
保護率
（‰）

被保護
人　員
（人）

被保護
世帯数
（世帯）

基礎人口
（人）

都市名

��.��,����,������,���福 山 市��.��,����,������,���岡 山 市

��.��,����,������,���高 知 市�.��,����,������,���宇都宮市

��.��,����,������,���宮 崎 市��.��,����,������,���新 潟 市

�.��,����,������,���いわき市�.����������,���富 山 市

�.��,���������,���長 野 市�.��,����,������,���金 沢 市

�.��,���������,���豊 橋 市�.��,����,������,���岐 阜 市

��.��,����,������,���高 松 市�.��,����,������,���静 岡 市

��.��,����,������,���旭 川 市�.��,����,������,���浜 松 市

��.��,����,������,���松 山 市��.���,�����,������,���堺 市

�.��,����,������,���横須賀市�.��,����,������,���姫 路 市

��.��,����,������,���奈 良 市��.��,����,������,���熊 本 市

�.��,����,������,���倉 敷 市��.��,����,������,���鹿児島市

�.��,����,������,���川 越 市��.��,����,������,���秋 田 市

�.��,����,������,���船 橋 市�.��,����,������,���郡 山 市

�.��,����,������,���相模原市��.��,����,������,���和歌山市

�.����������,���岡 崎 市��.��,����,������,���長 崎 市

�.��,����,������,���高 槻 市��.��,����,������,���大 分 市

�.��,���������,���豊 田 市

　　　　これによると、全国��の中核市のうち、岡山市よりも保護率が高いのは、旭

川市（��.�‰）、高知市（��.�‰）、堺市（��.�‰）、長崎市（��.�‰）、鹿児島市

（��.�‰）、松山市（��.�‰）、高松市（��.�‰）、奈良市（��.�‰）、熊本市（��.�‰）

の�市だけである。

（注）被保護世帯数、被保護人員、保護率は、平成��年�月報告例数値である。
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■岡山市

　�　岡山市及び各福祉事務所ごとの被保護世帯数、保護率等の推移

　　�　被保護世帯数、保護率等の推移

　　　　平成�年度から平成��年度までの岡山市及び各福祉事務所ごとの管内人口、

被保護世帯数、被保護人員数、保護率（年度平均）は、図表��のとおりである。

図表��【被保護世帯数、被保護人員及び保護率】

保護
率
（‰）

被保護
人　員
（人）

被保護
世帯数
（世帯）

管　内
人　口
（人）

区　分

��.��,����,������,���平成�年度

��.��,����,������,���平成�年度

��.��,����,������,���平成�年度

��.��,����,������,���平成�年度

��.��,����,������,���平成��年度

��.��,����,������,���平成��年度

��.��,����,������,���平成��年度

��.��,����,������,���平成��年度

��.��,����,������,���平成��年度

��.��,����,������,���平成��年度

■中央福祉事務所

保護
率

（‰）

被保護
人　員
（人）

被保護
世帯数
（世帯）

管　内
人　口
（人）

区　分

��.��,����,������,���平成�年度

��.��,����,������,���平成�年度

��.��,����,������,���平成�年度

��.��,����,������,���平成�年度

��.��,����,������,���平成��年度

��.��,����,������,���平成��年度

��.��,����,������,���平成��年度

��.��,����,������,���平成��年度

��.��,����,������,���平成��年度

��.��,����,������,���平成��年度

■北福祉事務所

保護
率
（‰）

被保護
人　員
（人）

被保護
世帯数
（世帯）

管　内
人　口
（人）

区　分

�.����������,���平成�年度

�.����������,���平成�年度

�.����������,���平成�年度

�.����������,���平成�年度

�.���������,���平成��年度

�.���������,���平成��年度

�.���������,���平成��年度

�.���������,���平成��年度

�.���������,���平成��年度

�.���������,���平成��年度

■東福祉事務所

保護
率

（‰）

被保護
人　員
（人）

被保護
世帯数
（世帯）

管　内
人　口
（人）

区　分

��.��,����,������,���平成�年度

��.��,����,������,���平成�年度

��.��,����,������,���平成�年度

��.��,����,������,���平成�年度

��.��,����,������,���平成��年度

��.��,����,������,���平成��年度

��.��,����,������,���平成��年度

��.��,����,������,���平成��年度

��.��,����,������,���平成��年度

��.��,����,������,���平成��年度
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■西大寺福祉事務所

保護
率

（‰）

被保護
人　員
（人）

被保護
世帯数
（世帯）

管　内
人　口
（人）

区　分

�.���������,���平成�年度

�.���������,���平成�年度

�.���������,���平成�年度

�.���������,���平成�年度

�.���������,���平成��年度

�.���������,���平成��年度

�.���������,���平成��年度

�.���������,���平成��年度

�.���������,���平成��年度

�.���������,���平成��年度

■西福祉事務所

保護
率

（‰）

被保護
人　員
（人）

被保護
世帯数
（世帯）

管　内
人　口
（人）

区　分

平成�年度

平成�年度

平成�年度

平成�年度

�.���������,���平成��年度

�.����������,���平成��年度

�.����������,���平成��年度

�.����������,���平成��年度

�.����������,���平成��年度

�.����������,���平成��年度

■南福祉事務所

保護
率

（‰）

被保護
人　員
（人）

被保護
世帯数
（世帯）

管　内
人　口
（人）

区　分

平成�年度

平成�年度

平成�年度

平成�年度

平成��年度

��.��,��������,���平成��年度

��.��,��������,���平成��年度

��.��,��������,���平成��年度

��.��,��������,���平成��年度

��.��,��������,���平成��年度

　　�　被保護世帯数、保護率の推移のグラフ化

　　　　そして、平成�年度から平成��年度までの各福祉事務所ごとの被保護世帯数、

保護率の推移をグラフにすると、図表��－�、図表��－�のとおりである。

（注）数値はいずれも年度平均の
　数値である。
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図表��－�【福祉事務所別被保護世帯数の推移】

図表��－�【福祉事務所別保護率の推移】
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　　　　これによると、各福祉事務所において、保護率のばらつきが大きくなってお

り、最も保護率の高い中央福祉事務所の平成��年度の保護率��.�‰は、最も低

い西大寺福祉事務所の�.�‰の�倍以上になっている。すなわち、中央福祉事務

所管内においては、����人のうちの��.�人が生活保護を受給しており、約��人

に�人の割合で生活保護受給者が存在するものである。

　　　　また、中央福祉事務所に次いで保護率が高いのは、東福祉事務所の��.�‰で

あり、南福祉事務所が��.�‰でそれに続いている。

　　�　生活保護の開始、廃止等の推移

　　　　また、平成�年度から平成��年度までの岡山市全体の生活保護申請件数及び

開始、廃止世帯数の推移は、図表��のとおりである。

図表��【保護申請件数及び開始・廃止世帯数】

（Ａ）－（Ｂ）廃止（Ｂ）開始（Ａ）申　請区　分

�����������平成�年度

�����������平成�年度

�����������平成�年度

����������,���平成�年度

����������,���平成��年度

�������,����,���平成��年度

�������,����,���平成��年度

�������,����,���平成��年度

�������,����,���平成��年度

�������,����,���平成��年度

　　　　これによると、�平成��年度以降は保護開始件数は減少していること、�保護開

始件数と保護廃止件数の差が増加傾向にあること、�平成��年度は保護開始件数

は前年度とほとんど同じであるが、保護廃止件数は前年度に比べてかなり少なくな

っているため、保護開始件数と保護廃止件数の差が急増していること等が分かる。

　　　　これらのことは、高齢者世帯の増加、不況による就労の困難さ等のため、い

ったん保護が開始されてしまうと被保護世帯がなかなか保護から脱却できない

ことを表しているものと考えられる。

（世帯数）
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